
愛する地球のために約束する協定について 
～草津市における地球温暖化対策～ 

平成２３年１１月２５日（金） 

近畿ブロック地球温暖化対策事例紹介セミナー 

草津市市民環境部環境課 
環境政策・地球温暖化防止グループ 



草津市の概要 

■面積 ６７.９２km2（うち、１９.７k㎡が琵琶湖） 

■人口 １３０,３２５人（世帯数 ５９,５０１世帯）  
  （１０月１日現在、滋賀県の国調推計より）   

      ※大津市に次いで県内２番目 

■交通 JR琵琶湖線（草津駅・南草津駅） 
      国道１号線、京滋バイパス、 
           名神高速、新名神高速 

■産業 製造業中心 

■学術 立命館大学びわこくさつキャンパス 
（約18,000人） 

■観光 草津宿本陣、ハス群生地（烏丸半島） 



■愛する地球のために約束する草津市条例 

        愛する地球のために約束する協定 

 

■地球温暖化対策地域推進計画  

         ～地球冷やしたいプロジェクト～ 

説明の流れ 

草津市地球温暖化防止 
市民運動ロゴマーク 



地球温暖化対策の取り組みの背景 

◎世界、国の背景 

 ■地球温暖化＝人類の生存基盤に関わる最も重要な環境問題 

 ■「京都議定書」の発効（H17年2月） 

 ■「京都議定書目標達成計画」の策定（H17年４月） 
   市町村に期待する事項：啓発を重点に地域の実情に応じた取り組み 

◎草津市の背景 

 ■「熱中症の予防に関する条例」 制定 （H17年7月） 
   熱中症厳重警報を出すしくみを整える 

 ■「建築物の浸水対策に関する条例」 制定 （H18年6月） 
   集中豪雨等で琵琶湖や河川が氾濫した場合に備え、事前に対策を講じる 

地球温暖化対策を進めなければならない 



  H18.4 環境課に地球温暖化防止担当を設置 

     「イベントの実施」、「条例の制定」に着手 

■フェアの開催 
  H18.8 地球温暖化防止フェア実行委員会の発足 

  H19.10 地球温暖化防止フェアinびわこ・くさつ 

      「知り、理解し、行動する」ことを目的に開催 

■条例の制定 
  H19.2 条例素案作成プロジェクト委員会の設置（庁内） 

      （委員長：副市長  委員：関係課職員９名） 

  H19.5 草津市地球温暖化対策推進本部の設置（庁内） 

      （本部長：副市長  本部員：全部長級職員） 

  H19.7 草津市環境審議会へ条例案諮問⇒9月答申 

      パブリック・コメントの実施 

              ※12月市議会で議決 

  H19.12 愛する地球のために約束する草津市条例の制定 

  H20.4 愛する地球のために約束する草津市条例の施行 

地球温暖化防止取り組みの経過 



ブース出展 

【開催月日】 平成１９年１０月７～９日 

【開催場所】 烏丸半島芝生広場 

【来場者数】 ２４，０００人（３日間延べ） 

地球温暖化防止フェア in びわこ・くさつ 

フードコート 

ステージ 

トークショー 

スタンプラリ－ 



■条例前文 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

愛する地球のために約束する草津市条例 

■将来、温暖化による影響を受けるであろう子どもたちにも分りやすいものにする。 



■条例制定の目的 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

愛する地球のために約束する草津市条例 

■用語の定義 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 



愛する地球のために約束する草津市条例 

■各主体の役割 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

■愛する地球のために約束する協定のしくみ 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

（⇒温室効果ガスの削減）   

（⇒温室効果ガスの吸収） 

（⇒普及啓発、環境学習など） 



■協定の普及 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

愛する地球のために約束する草津市条例 

■協定者の表彰 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

■付則 条例の見直し 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

（中略） 



愛する地球のために約束する協定のしくみ 



協定事業所等において掲示して
いただくプレート 

協定締結の経過 

■初回の協定締結（H20.6)  
  条例施行後、14の事業者と初の協定を締結。 

■草津商工会議所との協定締結（H21.7)  
  1,600の会員企業を抱える草津商工会議所と協定を締結。 

■現在の協定締結状況（H23.11)  
  42の事業者および団体と締結。 
  製造業、ホテル、廃棄物処理、コンサル、小売、飲食店、福祉、学習塾など 



協定を結ぶメリット 

■協定者の取り組み内容を市がPR 

  （市ホームページへの掲載、イベントでのパネル展示等）  
 

■地球温暖化対策に関する情報提供 

  （セミナーや講習会、補助制度、各種事業の案内等） 
 

■市の温暖化防止事業への優先参加 

  （メール・ファックスによる情報提供、優先参加枠の設定等） 
 

■情報交換、マッチングの機会の提供 

    (協定者を含むネットワーク「草津市地球冷やしたい推進協議会」の活用） 



市ホームページ、各種イベントで掲示 

市イベントや役所ロビーでの展示 

協定締結者のPR 

無料配布される生活情報紙にチラシを折り込み 



■「愛する地球のために約束する草津市条例」第6条に規定 
  協定者の中から、優れた取り組みについて表彰 

■優れた取り組みを表彰・PRすることで、それらの活動を普及させる 

草津市地球温暖化防止大賞 

企業部門 団体部門 家庭・個人部門 



■寿司清 （第1回【企業部門】優秀賞） 

  飲食店 （従業員数：6人） 
 

  
 

受賞者の取り組み事例（1） 



受賞者の取り組み事例（2） 

■日本ガラストロニクス株式会社 （第2・3回【企業部門】優秀賞） 

  ディスプレイ用ステム、電子管・ガラス管等の製造 （従業員数：53人） 
 

  
 



■日本ガラストロニクス株式会社 （第2・3回【企業部門】優秀賞） 



受賞者の取り組み事例（3） 

■近畿環境保全株式会社 （第3回【企業部門】優秀賞） 

 廃棄物収集運搬業・中間処理業他など （従業員数：65人） 
 

  
 



■近畿環境保全株式会社 （第3回【企業部門】優秀賞） 



  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
   

愛する地球のために約束する草津市条例 

事業者や団体の自主的な取り組みの推進 

草津市における地球温暖化対策の体系 

愛する地球のために 
約束する協定 

地球温暖化対策地域推進計画 
「地球冷やしたいプロジェクト」 

草津市地球温暖化防止大賞 

個人も気軽に参加できる取り組みの推進 

草津市地球冷やしたい推進協議会 

地域の地球温暖化対策を推進する母体 



■策定の経緯 
  H20.7 地球温暖化対策アクションプラン策定委員会の設置 

  H21.3 地球温暖化対策地域推進計画の策定 
 
■計画の期間 
  ・H21年度から23年度の3カ年 
  ・H24年度に見直し 
    （京都議定書第1約束期間の最終年度）   
 
■計画の目標  
  ・具体的数値は定めず、 
   事業ごとの行動目標を設定 
 
■地域特性  
  ・民生（家庭）、民生（業務）、 
     運輸部門（乗用車）の対策を中心に 

■「地球温暖化対策の推進に関する法律」（第２０条） 
  地域の特性に応じた温室効果ガスの排出抑制等を総合的・計画的に推進 

地球温暖化対策地域推進計画 ～地球冷やしたいプロジェクト～ 



気軽に取り組め、長続きする 

地域に根付き、波及効果が期待できる 

様々な方との協働で進められる 

重点アクションの設定 

■12の重点アクション  
 【ＣＯ２排出量の削減】 

省エネルギー対策 

A1 環境家族宣言 

A2 省エネ家電等買換促進 

A3 ゴーヤーカーテン事業の普及 

A4 省エネ診断事業 

自動車対策 

A5 エコドライブ宣言 

A6 ノーマイカー通勤運動 

新エネルギー対策 

A7 太陽光発電システム設置促進 

【ＣＯ２吸収源の確保】 

緑化対策 

A8 緑化推進事業 

【環境文化を育む基盤づくり】 

広報・啓発活動 

A9 啓発イベント・キャンペーンの実施 

環境学習・教育 

A10 地球温暖化対策普及啓発支援事業 

A11 学校における省エネ還元事業 

A12 どこでもエコアクション運動会事業 

 



①イベントや講座での参加呼びかけ、②団体や企業での加入促進 など 

  【目標：宣言者 15,000世帯】                     

 
 
 

 
 
 
 

  課題等：面倒という意見がある一方で、町内会で取り組んでいただいている例もある。 
           類似制度の参加者を巻き込んでの事業拡大を検討。 

身近な家庭生活の中でできるCO2削減活動の実践者の増加を図ります。 

A1 環境家族宣言 市民 団体 企業 

年度 H20 H21 H22 H23(上半期) (3年間) 

初級（人） 2,176 2,791 1,909 (1,076) 6,876 

中級（世帯） 176 229 288 - 693 

上級（世帯） 149 79 52 - 280 

合計 2,501 3,099 2,249 - 7,849 



市民 組合 

■ポスター、チラシ、のぼりによるキャンペーンの実施（２月：省エネルギー月間） 

  【目標：家電販売店取組率 100% (28店)】                     

 
 
 

 
 

  課題等：エコポイントのようなインセンティブを望む声が多い。 
      買換えをより促進するための実質的な制度設計の検討要。 

▲のぼり、ポスター等での店頭啓発 

A2 省エネ家電等買換促進 
市内家電販売店の協力のもと、省エネ家電の普及を図ります。 

年度 H21 H22 H23 

＋ 

左記以外に 

電器商業組合 
加盟店取組率 

13/13店 14/14店 - 

自治会チラシ回覧、
公共施設でののぼり
掲出、市内家電販売
店へのポスター送付 



■ゴーヤー苗の配布、省エネ効果の啓発 など 

  【目標：取組世帯数 1,500世帯、公共施設 100%(65ヶ所)】                     

 
 
 

 
 
 
 
 
 

  課題等：アンケートによると、エアコンの使用が約1～2割削減された。 
      苗配布については、例年、予定数を上回る応募があり好評であった。 
      一方、部屋が暗くなり電気を使う、 
           うまく育たないという意見もあった。 
      今後は自主的な取り組みを促進する。 

▲滋賀県立湖南農業高校との連携 

A3 ゴーヤーカーテン事業の普及 市民 団体 企業 学校 

緑のカーテンにより、夏季の電気使用量を抑制する取り組みを普及させます。 

年度 H20 H21 H22 H23 (4年間) 

家庭(世帯) 500 
(1,500株) 

500 
(1,500株) 

500 
(1,500株) 

500 
(1,500株) 

2,000(延べ) 

(6,000株) 

公共施設(施設数) 77% 
（615株) 

80% 
(829株) 

72% 
(631株) 

78% 
(599株) 

77%   
(2,674株) 

その他 
(団体、事業所数) 

4 
（68株) 

18 
(823株) 

16 
(1,247株) 

18 
(1,204株) 

56(延べ) 

(3,342株) 

配布株数（合計） 2,183株 3,152株 3,378株 3,303株 12,016株 



■中小事業者（主にオフィス）を対象とした無料省エネ診断の実施 

  【目標：受診事業者30社】                     

 
 
 

 
  課題等：機器を入れ替えるための資金がない、工場向けの専門的な診断も必要。 
      診断結果を反映させるための支援制度の検討要。 

中小事業者における適切なエネルギー利用方法の普及を図ります。 

年度 H21 H22 H23(上半期) (2年間) 
＋ 

左記以外に 

受診事業者数 7 1 (2) 8 
省エネ講習会、ブース
出展によるPRの実施 

▲診断員による診断の様子 

企業 A4 省エネ診断事業 



①エコドライブ宣言事業所認定制度、②事業所向けエコドライブ講習会、
③イベントや講座での参加呼びかけ など 

  【目標：宣言者 20,000人】                     

 
 
 

 
 
 
 

  課題等：講座参加者からは効果がよく分かったという意見が多い。 
      講座やシミュレーター貸出を中心に体験型の啓発を進める。 

エコドライバーの育成および実践者の増加を図ります。 

年度 H21 H22 H23(上半期) (2年間) 

宣言者数 514人 1,122人 (1,503人) 1,636人 

宣言事業所認定数 10社 
(187人) 

5社 
(967人) 

(4社) 
  

15社 

講習会参加事業所数 20社 
(30人) 

18社 
(22人) 

- 

▲エコドライブ講習会 ▲イベントでの啓発 ▲宣言事業所の認定制度 

市民 団体 企業 A5 エコドライブ宣言 



１．電動アシスト自転車の貸出し（事業所向け） 

  【目標：転換率 20%】                     

 
 
 

 
 
 
 

  ※「ノーマイカー通勤運動推進連絡会」の設立（H23.2） 

   運動参加事業所および市環境課・交通政策課で組織。 
   事例や効果の検証を行うとともに、課題や改善案を 
   提起する。 

２．バス利用の促進 

  ① ワンコインエコパス（滋賀県バス協会）の活用    ② まめバス（市コミュニティバス）の活用 

   

 

市内事業所の協力のもと、ノーマイカー通勤への利用転換を図ります。 

年度 第1期 
H22 

10-12月 

第2期 
H23 

1-3月 

第3期 
H23 

4-6月 

第4期 
H23 
7-9月 

第5期 
H23 

10-12月 

第6期 
H24 
1-3月 

第7期 
H24 
4-6月 

第8期 
H24 
7-9月 

合計 
(1年間) 

参加事業所 12社 15社 16社 18社 ー ー ー ー 21社 

参加人数 67人 33人 ー ー ー ー ー ー 100人 

CO2削減効果 ▲1,722 ▲1,399 ▲1,691 ▲1,702 ー ー ー ー ▲6,514 

 
 
 
 
 
 
 

企業 A6 ノーマイカー通勤運動 



■家庭用太陽光発電システム設置への補助金交付 

  【目標：設置世帯数150世帯】                     

 
 
 

 
 
 

※年間発電電力量、年間CO2削減量は、定期報告のあった補助世帯の年間発電量から算出した推定値です。 

  課題等：小額でもやはりあればうれしいという意見が多い。受付終了後も問合せ多数。 
      計画当初の目標値を上回ったため、H22年度で事業終了。 
           今後は、太陽光などの新エネルギー利用についての啓発を実施する予定。 

家庭用太陽光発電システムの設置世帯数の増加を図ります。 

～補助制度の概要～ 

【～H21】  3万円/kW（最大10万円まで）：170世帯 

【H22～】1.5万円/kW（最大 5万円まで）：127世帯            

市民 A7 太陽光発電システム設置促進 

年度 H20 H21 H22 H23 合計 

補助世帯数 55 115 127 (補助終了） 297 

年間発電電力量(kWh) 215,747 466,733 540,786 - 1,223,266 

年間CO2削減量(kg-CO2) ▲63,430 ▲137,220 ▲158,991 - ▲359,640 



A8 緑化推進事業 （担当課：公園緑地課） 

１．まちかどグリーン事業助成（町内会の緑化事業 対象） 

  【目標：5町内会/3年】                     

 
 
 

  課題等：単年度の助成であるため、利用しにくい面がある。 

２．緑のまちづくり事業助成（個人の生け垣設置、緑化推進団体 対象） 
   【目標： 10件/3年】 

 
 
 

  課題等：防犯面や嗜好の変化などから、生け垣設置のニーズが低下している。 

３．苗木配布（団体、個人 対象）  
   【目標： 120団体/3年】 

 
 
 

  課題等：好評。町内会等では、配布苗木を利用して緑化に取り組まれている。 

市民 団体 

緑豊かなまちづくりを推進するとともに、CO2吸収源の増加を図ります。 

年度 H21 H22 H23 (2年間) 

助成件数 1件 0件 - 1件 

年度 H21 H22 H23 (2年間) 

助成件数 0件 0件 - 0件 

年度 H21 H22 H23 (2年間) 
+ 

左記以外に 

配布団体数 41団体 42団体 - 83団体 市民 400人 



１．温暖化防止イベントの開催（12月：地球温暖化防止月間） 

  クイズ、事例紹介、事業所出展、エコ宣言、エコ工作、エコドライブ宣言など                    

 
 
 

  課題等：特に体験型の啓発が分かりやすいと人気。 
      協議会会員による企画・運営へ。 

２．地球温暖化防止大賞の実施 （第３回） 
   企業部門【大賞】ダイキン工業株式会社滋賀製作所 

       【優秀賞】日本ガラストロニクス株式会社 

            近畿環境保全株式会社 

   団体部門【大賞】草津市国際交流協会 

   家庭・個人部門【優秀賞】久泉正一郎さん、吉倉定一さん 

３．各種イベントへの啓発ブース出展(上記１除く）、メディアでの広報など  
   

 
 
 

  

イベント等によるこまめな啓発により、市民一人ひとりの行動を促進します。 

年度 H21 H22 H23 (2年間) 

来場者数 600人 750人 - 1,350人 

年度 H21 H22 H23(上半期) (2年間) 
+ 

左記以外に 

イベント日数 11日 9日 (7日) 20日 各種キャンペーンなど
を広報くさつ、各種メ
ディアなどで実施 推定啓発者数 2,500人 930人 (1,153人) 3,430人 

地球冷やしたい推進イベント 
（12月、イオンモール草津にて） 

市民 団体 企業 A9 啓発イベント・キャンペーンの実施 



１．地域の学習会への講師派遣、学習教材の貸出し 

  【目標：事業利用数 120件】                     

 
 
 
 
 

  課題等：利用者には好評。事業の存在を知らなかったという方が多い。 
           制度の周知、講師等の充実を図る必要あり。 
 

   

 

地域の学習会への講師派遣、貸出教材など学習支援の充実を図ります。 

年度 H21 H22 H23(上半期) (2年間) 

講師派遣件数 11件 10件 (8件) 21件 

教材貸出件数 9件 
(20教材) 

13件 
(33教材) 

(15件) 22件 
(53教材) 

▲学習会等への講師派遣 

▲教材の貸出し 

市民 団体 企業 A10 地球温暖化対策普及啓発支援事業 



１．「クラスで取り組む節電アクション」※１の実施支援および表彰 

  【目標：参加校 19小中学校】                     
 
 ※１ 節電・節水・3Rなどに取り組む「スクールＩＳＯクサツ」の一環として、 

     草津市立教育研究所が行っている今年独自の事業。 

 
２．「節電取り組みコンテスト」の実施 
 
 ＜小学生１～３年生の部、４～６年生の部＞ 

各家庭で行った、節電の取り組みを絵日記にまとめて応募する。 
 
 ＜中学生の部＞ 

  家庭における節電方法を調べ、実践し、 
  取り組んだことを作文にして応募する。 
 
 ＜スケジュール＞ 
   ７月 コンテストの周知 
   ９月 作品の募集 
  １０月 審査 
  １１月 表彰・公表  

A11 学校における省エネ還元事業 学校 

インセンティブを設定することで、学校における環境活動の推進を図ります。 

▲節電アクションの呼びかけ 

（小学１～３年生の部） （小学４～６年生の部） 



■プログラム開発、備品等の貸出、実施の支援などの実施 

  【目標：30団体】                     

 
 
 
 
 

  課題等：利用者には好評。制度の周知徹底、地域団体等とのプラグラム開発を増やす。 
 
 

地域のレクリエーションなどで、楽しみながらエコライフの意識向上を図ります。 

年度 H21 H22 H23(上半期) (2年間) 

開発プログラム数 3件 1件 ー 4件 

利用件数 4件 
(6教材) 

5件 
(9教材) 

(4件) 
 

9件 
(15教材) 

A12 どこでもエコアクション運動会事業 

▲とどけ！環境メッセージ（パズル） ▲分けなきゃだめヨ☆分別玉入れ 

▲エコ☆分別リレー 

市民 団体 

がんばれ白くまくん！

▼がんばれ白くまくん！ 



地球冷やしたい推進協議会 ～地球温暖化対策地域協議会～ 

■設立の経緯 
  H21.1 第4回地球温暖化対策アクションプラン策定委員会の開催  

  H21.3 地球冷やしたい推進協議会の設立 

  H21.6 地球冷やしたい推進協議会 H21年度総会 

■会員の構成（H23.4現在） 
   会員数：63（うち、協定者 40）＜個人：7、団体：23、事業者：33＞ 

    オブザーバー：2（県温暖化対策課、地球温暖化防止活動推進センター） 

■活動の内容 
  総会(1回/年)：会員間の交流など 

  幹事会(2回程度/年)：計画の進捗管理など 

  部会(5回程度/年)：H23年7月から「啓発部会」の活動をスタート。 

■ 「地球温暖化対策の推進に関する法律」（第26条） 
  温室効果ガスの排出の抑制等に関し必要となるべき措置について協議  

■市民、事業者、団体、行政が連携し、地域の温暖化対策を進めるための 
   推進ネットワークとして設立 
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今後の予定 

■新計画の考え方 
 ・二酸化炭素削減効果が明確な目玉事業を設定する 

 ・啓発関連の事業を一本化し、事務の効率化および事業の強化を図る 

 ・新計画は、「地球冷やしたい推進協議会」を中心に、市民・事業者・団体等 

  の意見を広く募り、それらを反映させた内容とする 

 
■温暖化施策における課題 
 ・法律で義務化されていない（どこまで、何をすれば良いのか明確でない） 

 ・啓発を中心とした施策は、費用対効果が見えにくい 

   ⇒事業仕分け等での評価が低い、予算部局への説明がしにくい 

 ・県との役割分担（重複の解消）、周辺市との広域的な取り組みの実施 

■現計画期間終了に伴い、 地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定 

  ※計画期間：平成２１～２３年、  計画見直し：平成２４年  

  ※見直し期間中は、事業を絞り込んで継続（１０月幹事会で検討済） 




